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Ⅳ．新庁舎建設に向けた事業計画

１．事業方式・発注方式について 

（１）事業方式の整理

本計画において適した事業方式の選定を目指すため、事業方式の整理を行います。

各事業方式の概要は次のとおりです。 

各事業方式の概要 

方 式 の 区 分 概        要 

従来方式 

市が自ら起債や補助金等により自ら資金を調達し、設計、建設、維持管理

及び運営等の業務について、業務ごとに民間事業者に請負・委託契約とし

て発注する方式。 

ＤＢＯ方式 

（Design Build Operate） 

公共が資金を調達し、公共が所有権を有したまま、施設の設計・建設、維

持管理及び運営等を民間事業者に包括的に委託する方式。 

ＰＦＩ方式 

（Private Finance 

Initiative） 

公共事業を実施するための手法の一つ。民間の資金と経営能力・技術

力（ノウハウ）を活用し、公共施設等の設計・建設・改修・更新や維

持管理・運営を行う公共事業の手法。

ＢＴＯ方式 

（ Build Transfer 

Operate） 

民間事業者が資金調達・建設を行い、建設した直後に建物の所有権を自

治体等に移転し、その後、契約に基づき民間事業者が維持管理・運営を

行う方式。 

ＢＯＴ方式 

（ Build Operate 

Transfer） 

民間事業者が資金調達・建設・維持管理・運営を行い、契約期間終了後

に建物の所有権を自治体等に移転する方式。 

各事業方式の一般的な特徴 

事業手法 従来方式 ＤＢＯ方式 

ＰＦＩ方式

ＢＴＯ方式 ＢＯＴ方式

所有権 

土
地

公共 公共 協議による 

建
物

公共 公共 
建設中：民間 

供用開始後：公共 
建設・運営期間中：民間
事業終了後：公共 

設計・建設 公共 民間 民間 

維持管理 公共 民間 民間 

運営（※） 公共 公共 公共 

発注方法 仕様発注 
仕様又は 
性能発注 

性能発注 

発注形態 
設計：一括方式
建設：分離方式

一括発注 一括発注 

※庁舎の場合は、民間事業者の運営業務範囲が限定的であるため、運営業務は基本的に公共主体となる。
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直営（従来）方式、ＤＢＯ方式、ＰＦＩ方式についての比較検討

項目 直営（従来）方式 ＤＢＯ方式 ＰＦＩ方式 

概要 

市が施設の設計・建設

及び維持管理・運営の各

業務をそれぞれ委託・請

負契約として別々の民間

事業者に発注する。 

施設の設計・施工・維

持管理を一括して発注

する。発注者は設計企

業、施工企業、維持管

理企業との連名の基

本契約を締結する。 

民間事業者がＰＦＩ法

に基づき、全業務を

一括して長期契約を

行 う （ 市 は基 本計

画、業務監視を行

う）。 

発注方式 

仕様発注（構造、材料な

どの詳細な使用を市が

作成し発注する。） 

性能発注（市が基本的

な性能要件を提示し民

間事業者はそれを満た

す設計を行い、施工す

る。資材や技術、広報

の自由な提案が可能）

仕様発注又は性能

発注 

発注形態 
一括（設計）、分離（建

設） 

一括発注 （設計、施

工・維持管理） 

一括発注（設計、施

工） 

コスト削減 

公共単価の採用、業務

ごとの分割発注のため、

削減効果が期待しにく

い。 

民間事業者に、施設の

設計 ・建設と共に運

営・維持管理の手法に

ついても包括的に委託

することで、業務の効

率化が期待される。 

一般に民間の効率

設計・施工、管理運

営による削減が期待

されるが、市役所庁

舎では性質上効果

が小さい。 

支出の平準化
建設時点に支払いが集

中する。 

建設時点に支払いが

集中する。 

分割払いを採用する

ことにより、支払いの

平準化が図られる。 

支払利息 小さい 小さい 

大きい（民間資金は

市場金利によるた

め、公債と比較して

高金利となる） 

事業の 

スピード 

事業関係者が市の内部

に限られるため、迅速な

推進が可能。 

事業者選定に時間が

かかるが施工業者のノ

ウハウを設計段階から

活用できるため工期短

縮を期待できる。 

ＰＦＩ法による手順、

手続きを遵守するた

め、長い期間を要す

る。 

越谷市庁舎の場合、資金調達の面や、手続に必要な時間等を考慮し、一般方式（従

来方式）を中心に建設を行うことが望ましい。
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（２）設計・施工の発注方式の整理

本計画において適した発注方式の選定を目指すため、設計・施工の発注方式の整

理を行います。

設計・施工業務の分離発注と一括発注方式の比較 

分離発注方式 
一括発注方式 

通常の分離発注方式 ＥＣＩ方式 

概要 設計・施工業務のそれぞれの

段階で設計者と施工者を個

別に発注・契約する方式。 

設計・施工の価値・コス

トを最大限にする考え

のＶＥ（バリューエンジニ

アリング）を目指す方式

の一つで、新しい取組

み。 

分離発注方式ではある

が、施工者の選定に際

し、設計者と協力してコ

スト圧縮の提案力のあ

る施工者を選定する方

法。 

設計・施工業務を同時に

一括発注・契約する方式。

メリット 公共施設では一般的な方

式。 

デザイン等により設計者を選

定することができ、設計段階

での協議も行いやすいため、

市や市民の意見を反映しや

すい。 

設計者による施工監理もでき

るため、設計業者による施工

業者の監視が可能となる。 

施工者を選定する際に

コスト圧縮の技術提案

を行うプロセスがあり、

コスト圧縮の可能性が

ある。 

施工しやすさを考慮した設

計デザインが採用される

傾向があり、事業費圧縮

の効果が得られる。 

デメリ

ット 

設計者選定に対して、予定事

業費を前提とした事業者選定

となるため、事業費圧縮の効

果は生まれにくい（事業費範

囲内でのデザイン重視となる

傾向がある）。 

一括発注方式と同じ

で、施工しやすさが重

視され、特徴ある設計

デザインが生まれない

可能性がある。 

施工内容まで想定した事

業者選定となるため、施工

しやすさが重視されやすい

（特徴ある設計デザインが

生まれない可能性があ

る）。 

設計時における市との調

整・協議による設計内容

の変更や事業費変更が行

いにくい。 

越谷市庁舎の場合、市民の意見を反映しやすいこと（設計段階での修正が可能）

等から、通常の分離発注方式を中心に検討することが望ましい。
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２．事業スケジュール及び建設手順について

（１）事業スケジュール

本庁舎建設基本計画の策定後、平成２８年度から新庁舎の基本設計に着手し、新庁

舎建設について、以下の事業スケジュールで進めてまいります。

表 事業スケジュール

平成 28 

年度 

平成 29 

年度 

平成 30 

年度 

平成 31 

年度 

平成 32 

年度 

平成 33 

年度 

平成 34 

年度 

平成 35 

年度 

平成 36 

年度以降

（２）建設手順

本庁舎建設の手順を以下に示します。

建設工区をⅠ期・Ⅱ期に分けて工事を進める予定です。

◇Ⅰ期工事…現在の本庁舎の南側低層部分を解体。解体跡地から南側に新本庁舎を

建設し、現在の本庁舎の機能を移転する。

◇Ⅱ期工事…現在の本庁舎の残りの部分（５階建て部分）を解体。解体跡地となる

中央部分に、新本庁舎、第二庁舎等を接続する（仮称）市民協働ゾー

ンを建設。

基本設計 

実施設計

Ⅰ期（新本庁舎）工事 

外構工事 

Ⅱ期（協働ゾーン）工事 

旧本庁舎（Ⅱ期）解体

旧本庁舎（Ⅰ期）解体

立体駐車場工事 
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図 建設・解体範囲

新本庁舎
（仮称） 
市民協働
ゾーン

本庁舎低層部

解体範囲 

（Ⅰ期） 

本庁舎 

解体範囲（Ⅱ期） 

第二庁舎

第三庁舎
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３．概算事業費及び財源計画について 

（１）概算事業費の算出

（ⅰ）概算事業費算出のための条件 

建物工事費は、建築面積や建物仕様グレード、構造種別や耐震性能などにより異な

ります。 

本項目では、新庁舎概算事業費の算出にあたり、以下の試算条件を設定のもと、躯

体構造に耐震性能を加味し、新庁舎概算工事費を算出します。 

○ 建築面積 ：* * * * ㎡（現段階では未定） 

○ 延床面積 ：合計 １６，０５０．００㎡（Ⅲ－１から） 

○ 建物階数 ：地上８階地下１階（新本庁舎） 

及び 地上３階〔（仮称）市民協働ゾーン〕 

（ⅱ）概算事業費の算出に伴う建設単価 

先行事例等の建設単価を調査し、平均の建設単価を算出した結果、新本庁舎の建設

単価を 383,100 円/㎡、（仮称）市民協働ゾーンの建設単価を 350,342 円/㎡〔消費税込

み。税率 10％で計算〕という数値が得られました。 

この結果から、本計画における想定事業費は、383,000 円/㎡と 350,000 円/㎡と設定

して検討します。 
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表　先行事例による建設費用比較

■新本庁舎の建設単価（他庁舎の事例）

区分 吉川市 桶川市 北本市 市川市 府中市 新座市 つくば市 本市保健所 本市第三庁舎

構造種別（Ｓ、ＲＣ、ＳＲＣ、Ｗ、ＰＣ） Ｓ
Ｓ、一部ＳＲ
Ｃ、ＲＣ、Ｗ

Ｓ Ｓ 検討中 ＲＣ＋Ｓ ＰＣ、Ｓ Ｓ Ｓ

耐震構造（耐震、制震、免震） 耐震 免震 耐震 免震 免震 免震 免震 耐震 耐震

階数
地上３階
地下なし

地上５階 地上３階
地上７階地下
１階、地上５
階

検討中
地上５階
地下１階

地上７階 地上４階
地上６階
（Ｒ階含む）

発注時期 設計中 2016年3月 2012年9月 2015年7月 設計中 2015年11月 しゅん工 しゅん工 しゅん工

敷地面積：㎡ 約15,000 4,184.14 13,511.14 12,092.59 約12,400 13,951 約90,000 5,923.46 15,990.87

延床面積（全て）：㎡ 約8,100 15,198

庁舎本体延床面積：㎡ 約7,640 9,543.18 9,593 41,696.95 約30,000 12,710 21,004 3,873.46 4,770.71

その他付属棟延床面積：㎡ 約460

内訳

本庁舎
約7,640㎡
付属棟
約460㎡

第一庁舎
30,656.03㎡
第二庁舎
11,040.95㎡

新庁舎
12,710㎡
第二庁舎
2,488㎡

価格：千円（税抜） 3,336,000 3,480,000 2,650,000 18,880,000 11,879,630 4,153,950 6,000,000 1,233,950 1,320,800

価格：千円（税込）　※税率5％又は8％ 3,602,880 3,758,400 2,862,000 20,390,400 12,830,000 4,486,266 6,480,000 1,295,648 1,426,464

建設単価：円/㎡（税抜） 436,649 364,658 276,243 452,791 396,000 326,825 285,660 318,565 276,856

平均建設単価：円/㎡（税抜） 348,250

平均建設単価：円/㎡（税込）　※税率10％の場合 383,075 ≒ 383,000
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■（仮称）市民協働ゾーン建設単価 （本市の事例） 

第四老人福祉センター 

ＲＣ 

耐震 

2 

平成 26 年度（税率 8％）

2,352.00 

2,352.00 

なし 

763,960.0 

825,076.8 

324,813 

考慮しない 

324,813 

357,294 

≒ 350,000 

出羽地区センター 

ＲＣ 

耐震 

2 

平成 24 年度（税率 5％）

1,991.31 

1,989.69 

1.62 

560,030.0 

588,031.5 

281,237 

1.110 

312,173 

343,390 

350,342 

区分 

構造種別（Ｓ、ＲＣ、ＳＲＣ）

耐震構造（耐震、制震、免震）

階数

発注時期

延床面積：㎡

主建物 延床面積：㎡ 

付属建物 延床面積：㎡ 

価格：千円（税抜）

価格：千円（税込）

建設単価：円/㎡（税抜） 

建設工事費デフレーター（建設物価 2016/4） 

平均建設単価：円/㎡（税抜） 

平均建設単価：円/㎡（税込） ※税率 10％ 

（仮称）市民協働ゾーン建設単価：円/㎡（税込） ※税率 10％



60 

（２）概算事業費及び財源計画 

建設単価予想における試算額 

区    分 数  量 単  価 事 業 費 

庁舎建築工事費 

新本庁舎（Ⅰ期工事）

免震構造

（想定）
13,080 ㎡ 383,000 円 5,006,500 千円

(仮称)市民協働ゾーン

（Ⅱ期工事） 
2,970 ㎡ 350,000 円 1,039,500 千円

解体工事費（低層部、

現本庁舎）、樹木移植 
一式 855,250 千円

付属棟建築工事費 公用車庫 4,500 ㎡ 87,000 円 391,990 千円

外構工事費（Ⅰ期工事、

Ⅱ期工事他） 
一式 294,900 千円

設計費(建設、解体)、

地質調査 
一式 226,010 千円

工事監理業務（Ⅰ期工

事、Ⅱ期工事） 
一式 50,620 千円

合    計 7,864,770 千円

財

源

本市の財政状況を勘案し、基金（公共施設等整備基金）、市債、国県補助金を最

大限活用しながら、特定の年度に一般財源の負担が偏らないよう予算の平準化を図

り、財源計画を決定します。 

なお、上記はあくまでも現段階での試算額であり、今後、構造計画や建設年度等によ

り変動が生じる場合があります。


